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第四次長野市総合計画 後期基本計画 策定方針

１ 趣 旨

この策定方針は、平成 19 年度から平成 28 年度を計画期間とする第四次長野市総合計画

の後期基本計画（平成 24年度から平成 28年度）策定に係る基本的事項を定めるものです。

２ 計画の名称

「第四次長野市総合計画 後期基本計画」とします。

３ 計画の期間

平成 24 年度を初年度とし、平成 28 年度を目標年次とした５か年計画とします。

４ 計画の対象区域

現行行政区域とし、広域的行政の要請から、必要に応じ区域外も含めることとします。

５ 策定の留意点

社会経済情勢の変革期において的確かつ柔軟な行財政運営を進めるため、後期基本計画

の策定に当たっては、次に掲げる事項に特に留意することとします。

（１）前期基本計画の現状と課題を検証し、施策の継続性と新たな視点に着目すること

（２）協働によるまちづくりの視点に立脚し、地方分権時代にふさわしい自立性の高い地域

社会を構築すること

（３）選択と集中を基調とした戦略性を踏まえること

（４）数値目標を取り入れるなど、わかりやすい計画とすること

（５）個別行政計画との整合を図ること

６ 市民参画等

広範な市民ニーズを計画に反映するため、次のとおり様々な手段を活用して市民の意見を

求めることとします。

（１）まちづくりアンケート

①計画の経年経過による分析等を行うために、前期基本計画の施策指標である「まちづく

りアンケート」を実施します。

②更に広く市民ニーズを把握するために、まちづくりの意見や提言を求めるアンケートを

実施します。

・実施方法

⇒ 元気なまちづくり市民会議等各種会議参加者へ配布、市役所窓口で配布等

（２）学識経験者からの意見聴取

各界で活躍する学識経験者から専門的意見を求めます。

・実施方法

⇒ 包括連携協定締結の４高等教育機関連携協議会、「長野市の未来を語ろう『みん

なでトーク 2010・ながの』」（年代別懇話会）、ふるさとＮＡＧＡＮＯ応援団等

（３）まちづくり意見等公募

後期基本計画（案）について、まちづくり意見等公募制度により市民の意見を求めます。

・実施方法

⇒ 広報ながのへの掲載、長野市ホームページへの掲載等
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７ 計画の構成

後期基本計画は、前期基本計画を検証した上で、基本構想の実現に必要な体系と内容で策

定することとします。

H19～H28

H19～H23 H24～H28

３か年計画（毎年見直し）

前期基本計画
（施策）

実施計画
（事業）

基本構想
（政策）

後期基本計画
（施策）

８ 推進体制

後期基本計画の策定は、市民と行政の協働により次の体制で進めます。（前期基本計画と

同様）

委員 20名
学識経験者 16名
公募委員 4名

座長 副市長
委員 教育長、上下水道事業管理者

各部局長

第一部会（保健・福祉分野）
保健・福祉部会 第二部会（環境分野）
環境部会 第三部会（防災･安全分野）
防災･安全部会 第四部会（教育・文化分野）
教育・文化部会 第五部会（産業・経済分野）
産業・経済部会 第六部会（都市整備分野）
都市整備部会 第七部会（行政経営分野）

長野市総合調整会議

事務局（企画課）

市民フォーラム21(作業部会)
長野市総合調整会議専門部会

基本構想の政策ごとに部会員60名以内
（審議会委員20名、公募40名とし、概ね1
部会10名×6部会）で構成する。

作業部会に対応した関係課長により構成
する。

市 長 市議会長野市総合計画審議会

協働

説明

意見

諮問

答申

意見
意見
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９ スケジュール（案）

H22年度
７月29日

H23年度

９月頃

11月頃

12月頃

H24年度
４月１日

意見等
公募

後期基本計画
（素案）の作成

（H22年度会議
開催は６回程度）

後期基本計画
【答申】

後期基本計画（素案）
【中間報告】

後期基本計画（案）
の審議･検討

市民意識
調査

第四次総合計画後期基本計画スタート

後期基本計画の決定

後期基本計画に基づく予算編成

時期

前期基本
計画の検証

（現況と課題の
整理）

市民 行政

審議会

作業部会

総合計画審議会への諮問
後期基本計画策定方針確認

後期基本計画（素案）
の審議･調整

（H22年度会議開催
は３回程度）


